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「三重県公益法人等年次報告」について 
 
 平成 20 年度三重県公益法人等年次報告は、県が所管する公益法人及び公益信

託に関する条例（平成 14 年三重県条例第 42 号。以下「条例」といいます。）第

51 条、県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例施行規則（平成 14 年

三重県規則第 57 号。以下「規則」といいます。）第 36 条並びに教育委員会関係

県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例施行規則（平成 14 年三重県教

育委員会規則第 21 号。以下「教育委員会規則」といいます。）第 36 条に基づき

取りまとめ、三重県公益法人等審議会の意見を聴いたうえで公表するものです。 

 

条例第 51 条 知事等は、公益法人の業務及び財産の状況、公益信託に係る信託事務及び財産の状況並び

に公益法人及び公益信託に係る指導、許可、認可、監督及び検査の状況を、規則で定めるところにより、

毎年 1 回、年次報告として取りまとめ、審議会の意見を聴いたうえで、これを公表しなければならない。 

規則第 36 条 条例第 51 条の年次報告は、次に掲げる事項について取りまとめるものとする。 

 1 公益法人及び公益信託の現況及びその制度の概要 

 2 知事が所管する公益法人及び公益信託の現況 

 3 知事が所管する公益法人及び公益信託に対する指導内容等 

 4 その他知事が必要と認める事項 

教育委員会規則第 36 条 条例第 51 条の年次報告は、次に掲げる事項について取りまとめるものとする。 

 1 公益法人及び公益信託の現況及びその制度の概要 

 2 教育委員会が所管する公益法人及び公益信託の現況 

 3 教育委員会が所管する公益法人及び公益信託に対する指導内容等 

 4 その他教育委員会が必要と認める事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

平 成 20 年 ９ 月 17 日  

               三重県知事 野呂 昭彦 
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第 1 章 現行の公益法人制度の概要 

 

第 1 節 公益法人の定義 

 

1 公益法人の定義 

 

  公益法人とは、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 34 条に基づいて設立され

る社団法人又は財団法人のことであり、その設立には、①公益に関する事業を

行うこと、②営利を目的としないこと、③主務官庁の許可を得ることが必要で

す。 

 

2 社団法人と財団法人 

 

 社団法人は、一定の目的の下に結合した人の集合体であって、団体として組

織、意思等を持ち、社員とは別個の社会的存在として団体の名において行動す

る団体です。 

 財団法人は、一定の目的の下に拠出され、結合されている財産の集まりであ

って、公益を目的として管理運営される団体です。 

 

3 広義の公益法人等 

 

 社団法人及び財団法人に加え、民法以外の特別法に基づいて設立される公益

を目的 とする法人を含めて、広義の公益法人ということがあります。その例

としては、学校法人（私立学校法）、社会福祉法人（社会福祉法）、宗教法人（宗

教法人法）、医療法人（医療法）、更生保護法人（更生保護事業法）、ＮＰＯ法人

（特定非営利活動促進法）等があります。これらの法人の設立に当たっては認

可主義あるいは認証主義が採られており、民法に基づく公益法人の設立は許可

主義が採られていることに比べて、主務官庁の裁量の幅が狭まっています。 

 公益も営利も目的としない中間的な団体については、法人格の取得を可能と

するための一般的な法制度として中間法人法が平成14年4月に施行されました。

また、特別法の規定に基づく中間的な団体としては、例えば、労働組合（労働

組合法）、信用金庫（信用金庫法）、協同組合（各種の協同組合法）、共済組合（各

種の共済組合法）等があります。  

 

第 2 節 公益法人に関する法制度 

 

1 公益法人制度の法的根拠 

 

 公益法人は、民法第 34 条に基づき設立されるものであり、民法第 1 編第 2
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章〔法人〕においては、公益法人の設立、公益法人の組織、定款の変更、公益

法人の登記、公益法人の能力、公益法人の解散等の事項に関する規定が置かれ

ています。 

 

2 三重県における条例等の整備 

 

  三重県においては、三重県知事又は三重県教育委員会の所管に属する公益法

人及び公益信託に係る許可等の手続等を定めることにより、公益法人及び公益

信託に係る制度について、透明性の高い、効率的かつ公正な運用を図り、もっ

て地方分権の時代にふさわしい公益を実現するために、「県が所管する公益法

人及び公益信託に関する条例（平成 14 年三重県条例第 42 号）」（以下「条例」

といいます。）が制定されています。 

 また、三重県公安委員会の所管に属する公益法人については、民法や条例の

他に、「三重県公安委員会の所管に属する公益法人の設立、監督等に関する規則

（平成 14 年三重県公安委員会規則第 8 号）」が制定されています。 

 

第 3 節 公益法人に対する指導監督等に関する制度及び取組 

 

1 主務官庁制 

 

 民法の規定により、公益法人の設立許可及び指導監督に関する権限は、主務

官庁に与えられています。主務官庁とは、公益法人の目的・事業に関連する事

務を所掌している内閣府及び 11 省の中央官庁を指し、その目的・事業が複数の

中央官庁の所掌に関連する場合には、それらの中央官庁が共管として主務官庁

になります。 

 

2 都道府県知事等による事務の処理等 

 

 主務官庁の権限は、政令の定めるところにより、国に所属する行政庁に委任

したり、都道府県の知事その他の執行機関が当該権限に属する事務を処理する

ことができる旨民法に規定されています。この規定に基づき制定された「公益

法人に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関する政令（平成 4 年政令

第 161 号）」により、都道府県知事等による事務処理及び地方支分部局の長への

委任が定められています。 

 

3 公益法人の所管官庁 

 公益法人の設立許可、指導監督等に係る事務を実際に担当している行政庁を、

「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（以下「指導監督基準」といいます。）

等において、「所管官庁」と称しています。 

 統一的な指導監督等の基準としては、「指導監督基準」、「公益法人の設立許
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可及び指導監督基準の運用指針」（以下「運用指針」といいます。）等があり、

これらの基準等に沿った指導監督等が行われています。 

 

4 三重県における指導監督等を行うための仕組み  

 

  三重県においては、知事が所管官庁の場合は公益法人の目的とする事業を所

管する知事部局各室が所管室となり、教育委員会が所管官庁の場合は教育委員

会事務局教育総務室が所管室となります。また、公安委員会が所管官庁の場合

は警察本部各課が所管課となります。 

 三重県における公益法人の指導監督体制は、知事部局においては公益法人を

所管する各室が直接、指導監督を行っています。また、各部局に当該部局内の

公益法人業務の総括及び検査を担当する室が置かれています（検査については、

各担当室が実施している部局もあります。）。総務部法務・文書室は、各部局に

対して総合調整を行っています。 

 教育委員会においては、教育委員会事務局教育総務室が教育委員会関係の公

益法人を直接、指導監督を行うとともに、検査を実施しています。 

 なお、出資法人等、県と密接に関連する公益法人については、当該事業に関

連する室と合同で検査を実施しています。 

 公安委員会においては、公益法人を所管する各課が直接、指導監督及び検査

を行い、警察本部警務部警務課が総合調整を行っています。 

 今後は、平成 18 年 6 月 2 日に公益法人制度改革関連 3 法が公布されたことに

より、新規の公益社団（財団）法人の認定や現行の公益法人の公益社団（財団）

法人等への移行等にかかる指導監督体制を整備していく必要があります。 

  

 

 

 

 



第 2 章 公益法人に関する最近の施策 

 

第 1 節 公益法人改革 

 

1 公益法人に対する行政の関与の在り方の改革 

 

 公益法人に対する行政の関与の在り方については、平成 12 年 12 月 1 日に閣

議決定された「行政改革大綱」において、官民の役割分担、規制改革及び財政

負担の縮減・合理化の観点から、①国から公益法人が委託等、推薦等を受けて

行っている検査・認定・資格付与等の事務・事業、②国から公益法人に対して

交付されている補助金・委託費等について厳しい見直しを行うこととされまし

た。これを受け、政府部内で必要な検討・調整がされた結果、平成 14 年 3 月

29 日に「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」（以下「実施

計画」といいます。）が閣議決定されました。同実施計画は、集中改革期間に

位置付けられる平成 17 年度末までの間に取り組むべき内容が示されたもので

あり、各府省においては、同実施計画に基づく改革が実行されました。 

 

2 公益法人制度の抜本的改革 

 

(1) 公益法人制度の抜本的改革について 

 民間非営利部門の活動の促進は、21 世紀の我が国の社会を活力に満ちた社

会として維持していく上で極めて重要です。この民間非営利部門の活動を担う

代表的主体として、公益法人は、歴史的に一定の大きな役割を果たしてきてい

ますが、一方で、主務官庁の許可主義による我が国の公益法人制度は、明治

29 年の民法制定以来、100 余年にわたり抜本的な見直しが行われておらず、

様々な批判及び指摘を受けるに至っています。 

 このため、政府においては、平成 14 年 3 月 29 日に「公益法人制度の抜本的

改革に向けた取組みについて」を閣議決定し、公益法人制度について、関連制

度を含め抜本的かつ体系的な見直しを行うこととされました。 

 上記閣議決定を受けて、内閣官房は、関係府省及び民間有識者の協力の下、

改革の基本的枠組み等についての検討に着手しました。そして、平成 14 年 8

月 2 日に「公益法人制度の抜本的改革に向けて（論点整理）」を公表し、さら

に、同年 11 月から、有識者からなる「公益法人制度の抜本的改革に関する懇

談会」を行政改革担当大臣の下に開催し、意見の聴取が行われました。また、

与党においても、公益法人制度の抜本的改革に向けた意見集約が図られ、平成

15 年 5 月 30 日、政府に対する申入れが行われました。 

 このような検討過程を経て、政府は、平成 15 年 6 月 27 日に、公益法人制度

の抜本的改革の基本的枠組みやスケジュール等を明らかにした「公益法人制度

の抜本的改革に関する基本方針」（以下「基本方針」といいます。）が閣議決定
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されました。 

 

(2) 改革の具体化に向けた検討 

基本方針においては、①公益性の有無にかかわらず準則主義（登記）により

簡便に設立できる一般的な非営利法人制度を創設すること、②公益性を有する

場合の優遇措置の在り方については、特別法に基づく法人制度を含めた全体の

体系の整合性に留意しながら、公益性の客観的で明確な判断基準の法定化や独

立した判断主体の在り方等を含め検討すること等の改革の基本的な方針が示さ

れるとともに、「有識者の協力を得つつ、関係府省との連携の下、内閣官房に

おいて上記の新たな非営利法人制度の検討を進め、平成 16 年末までを目途に

さらに基本的枠組みを具体化した上で、所管省において税制上の措置に係る専

門的検討を進めることとし、平成 17 年度末までに法制上の措置等を講ずるこ

とを目指す」こととされていました。 

 これを受け、改革の具体化に向けた検討を進めていくに当たり、関係府省の

緊密な連携を図るため、平成 15 年 8 月 1 日、内閣官房、総務省、法務省及び

財務省の局長クラスを構成メンバーとする「公益法人制度の抜本的改革に関す

る関係府省連絡協議会」が設置されました。 

 また、政府における検討の参考に資するため、平成 15 年 11 月から、行政改

革担当大臣の下に、有識者からなる「公益法人制度改革に関する有識者会議」

（以下「有識者会議」といいます。）が開催されました。有識者会議の下には

「非営利法人ワーキンググループ」が設けられ、公益性の有無にかかわらない

新たな非営利法人制度についての専門的な検討が進められました。 

 有識者会議では、改革の意義、新たな非営利法人制度、公益性を取り扱う仕

組みの在り方等について幅広い議論が行われ、平成 16 年 3 月 31 日に「議論の

中間整理」が公表されました。その後、一般から寄せられた意見や法人関係者

からのヒアリングも参考にしつつ、新制度への移行の在り方等の課題について

具体的な検討が進められ、同年 11 月 19 日に「報告書」が取りまとめられ、公

表されました。 

 このような検討過程を経て、政府において、平成 16 年 12 月 24 日に「今後

の行政改革の方針」が閣議決定され、その中で「公益法人制度改革の基本的枠

組み」が具体化されました。 

 平成 17 年には、この「公益法人制度改革の基本的枠組み」に基づき制度上

の枠組みの設計が行われ、「公益法人制度改革関連３法案」が平成 18 年 3 月

10 日に国会に提出され、同年 5 月 26 日に可決・成立し、同年 6 月 2 日に公布

されました。 

 新制度は、平成 20 年 12 月 1 日（公益認定等委員会の設置については平成

19 年 4 月 1 日）から施行することとされており、施行に向けた準備が進めら

れています。 
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(3) 新たな公益法人制度改革の内容 

  「官から民へ」の流れの中で民間非営利部門の活動の健全な発展を促進す

るため、公益法人の設立許可を主務官庁が自由裁量により行う制度を改め、

登記のみで法人を認定する制度及び公益性を認定する制度を創設しました。 

 

○ 公益法人制度改革３法の概要 

① 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

民法に定める公益法人に関する制度を改め、剰余金の分配を目的とし

ない社団又は財団について、その行う事業の公益性の有無にかかわらず、

準則主義（登記）により法人格を簡便に取得することができる制度を創

設し、その設立、組織、運営及び管理について定めました。 

 

② 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

公益性法人の設立の許可及びこれに対する監督を主務官庁が行う民法

で定める制度を改め、一般社団法人又は一般財団法人の申請に対して、

内閣総理大臣又は都道府県知事が、民間有識者からなる合議制の機関の

意見に基づき、公益性を認定するとともに、認定を受けた法人の監督を

行う制度を創設しました。 

 

③ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律 

上記①及び②の施行に伴い、中間法人法を廃止するほか、民法その他

の関連する諸法律の規程を整備しました。 

 

(4) これまでの経緯 

平成 12（2000）年 

12 月 「行政改革大綱」閣議決定 

   → 公益法人に対する行政の関与の在り方について改革を行う閣議決定

がされました。  

 

平成 13（2001）年 

 4 月 「行政委託型公益法人等改革の視点と課題」公表 

   → この中で公益法人制度の抜本的改革の必要性が言及されました。 

 7 月 「行政委託型公益法人等改革を具体化するための方針」、「公益法人制

度についての問題意識～抜本的改革に向けて～」公表 

   → 公益法人制度についての問題点が整理されました。 

 

平成 14（2002）年 

 3 月 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」閣議決定 
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   → 本計画を各府省は責任をもって実施し、内閣官房は実施につき検討

を要する事項を調整し、総務省は実施状況を調査して白書で公表する

ことが決定されました。 

「公益法人制度の抜本的改革に向けた取組みについて」閣議決定 

   → 政府として公益法人制度について関連制度（ＮＰＯ、中間法人、公

益信託、税制等）を含め、抜本的かつ体系的な見直しを行うことが決

定されました。 

 8 月 「公益法人制度の抜本的改革に向けて（論点整理）」公表 

   → 有識者からのヒアリング等を踏まえて改革の論点が整理され、これ

を叩き台に広く意見が求められました。 

11 月 公益法人制度の抜本的改革に関する懇談会開催 

   → 改革の内容につきさらに検討がされました。   

 

平成 15（2003）年 

 6 月 「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」閣議決定 

   → 一般的な非営利法人制度として、今の財団・社団の公益法人制度に

代えて、登記だけで設立できる新しい非営利法人の制度を創設し、公

益性がある法人は税制上の優遇措置が受けられる方向が出されました。 

11 月 公益法人制度改革に関する有識者会議、非営利法人ＷＧ開催 

   → 当面の論点について幅広い議論がなされました。 

 

平成 16（2004）年 

3 月 公益法人制度改革に関する有識者会議による「議論の中間整理」公表 

11 月 公益法人制度改革に関する有識者会議による「報告書」公表 

  → 改革の意義、一般的な非営利法人制度、公益性を取り扱う仕組みの

在り方、現行公益法人の新制度への移行の在り方について報告されま

した。 

12 月 「今後の行政改革の方針」閣議決定 

  → 「公益法人制度改革の基本的枠組み」が具体化され、準則主義（登

記）により簡便に設立できる一般的な非営利法人制度の創設、自律的

な運営を確保するための所要の機関の設置、法人の財政状況の一般的

な開示制度の創設、民間有識者からなる委員会の意見に基づき事業等

の公益性を判断すること等が示されました。 

 

平成 17（2005）年 

12 月 「行政改革の重要方針」閣議決定 

  → 「公益法人制度改革の基本的枠組み」に基づき制度上の枠組みを設

計し、法案を 18 年度通常国会に提出するとともに、その具体的内容

を踏まえ、新制度の施行までに、対応する税制上の措置を講ずること

とされました。 
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平成 18（2006）年 

3 月 公益法人制度改革関連 3 法案の国会提出 

＊公益法人制度改革関連 3 法案とは、次の 3 法案をいいます。 

◇一般社団法人及び一般財団法人に関する法律案 

◇公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律案 

◇一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律案 

5 月 26 日 公益法人制度改革関連 3 法案可決・成立（6 月 2 日公布） 

 → 新制度は、公布の日から 2 年 6 か月以内の政令で定める日（公益認

定等委員会の設置については、公布の日から 1 年 6 か月以内の政令で

定める日）から施行することとされています。また、施行日から 5 年

間は「移行期間」とされ、現行の公益法人は、この期間内に必要な手

続を行い、新たな制度に移行することとなります。 

 

平成 19（2007）年 

4 月 1 日 内閣府に公益認定等委員会を設置  

 9 月 7 日 政令及び内閣府令の制定 

◇一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行期日を定める政令 

◇公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行令 

◇一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律施行令 

◇公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則 

◇一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律施行規則 

 

平成 20（2008）年 

 4 月 11 日 「公益認定等ガイドライン」の決定 

◇公益認定等に関する審査基準等について 

◇公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン） 

◇ 公 益 目 的 事 業 の チ ェ ッ ク ポ イ ン ト に つ い て       
      

 4 月 30 日  公益法人制度改革に対応する関連法案の可決・成立(同日公布） 

   

◇地方税法等の一部を改正する法律 

◇所得税法等の一部を改正する法律 

 

3 三重県の取組 

（1）「県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例」の制定 
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 県出資法人その他の外郭団体の多くが民法に基づく公益法人であり、これら

の公益法人に対しては、毎年多額の補助金等が県から交付されています。また、

公益法人一般の問題としては、この数年来、休眠法人などが大きな問題となっ

ています。さらには、公益法人等の監督等の事務は地方分権一括法により、平

成 12 年 4 月からは自治事務となり、条例制定の可能性が拡大されました。こ

のことから、公益法人の設立に係る許可手続等、さらに近時、公益事業の実施

方法として注目されている公益信託についての手続を定め、これらの制度につ

いて、透明性の高い、効率的かつ公正な運用を図り、もって地方分権の時代に

正さ

、一部規定を除き同年 12 月 1 日から施行されることとなりました。 

（

いて、引き続きこれまでの考え方による見直し

を

査及び評価をし、議会への報告及び県ホームページでの公表を実施しています。 

休眠法人、所管不明法人の整理に関する処理 

用した収益事業の実施など、公

所管官庁では、この基準等に沿って所管の休眠法人の整理に努めてい

道府県に割振りを実施し、割り振ら

ふさわしい公益を実現することを目的として、条例が制定されました。 

 平成 20 年 3 月には、公益法人制度改革関連 3 法等を踏まえた条例に改

れ

 

2）外郭団体改革 

外郭団体（県出資率 25％以上の公益法人、株式会社などの団体及び県が筆

頭出資者である公益法人など）の改革は、県議会行政改革調査特別委員会の審

議を経ながら、外郭団体改革 2001 基本方針（平成 13 年 3 月）、三重県外郭団

体改革方針（平成 15 年 1 月）などを策定し、団体の統廃合をはじめ、事業の

縮小、県関与の見直し、情報公開制度の導入などを進めてきました。平成 18

年 3 月に策定された「みえ経営改善プラン」（平成 19 年 7 月に改定計画を策

定）においても、外郭団体につ

進めることとしています。 

また、「県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例」が平成 14 年

10 月から施行され、県出資率 25％以上の公益法人等は、自らその目的、事業、

経営計画及び経営状況の評価を行うとともに、知事等は、評価結果について審

 

第 2 節 

  

 正当な理由なく長期間にわたって事業を行っていない休眠法人、登記はある

が所管官庁が不明である所管不明法人は、買収等により役員に就任した者によ

る目的外事業の実施や、税法上の優遇措置を利

益法人制度の悪用を招くおそれがあります。 

 その対策として、休眠法人については、昭和 54 年に民法の一部改正が行わ

れたほか、昭和 60 年には「休眠法人の整理に関する統一基準」等が策定され、

現在、各

ます。 

 一方、所管不明法人については、平成 7 年度に、所管不明公益法人調査が実

施された結果、全国で約 1,860 の所管不明法人が存在し、うち都道府県知事所

管では約 470 法人の所管不明法人が存在することが明らかとなりました。これ

らについては、旧総理府から各省庁又は都
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れた各官庁で処理が進められています。 

 平成 14 年 3 月、総務省から、各所管官庁に対し、原則として、平成 14 年内

にすべての所管不明法人の処理を終了することを目標として、未処理法人につ

いて、処理作業を進めるための手順と目標期限を示した処理の促進についての

人として存在していましたが、平

18 年度までに、すべて処理しました。 

3 節 新たな公益法人会計基準の導入について 

定義 

特別な公益法人や特別な事業に

から開始する事業年度からできるだけ速やかに実施する

ととされました。 

会計基準見直しの経緯 

の分野においても会計基準の新設・改廃等が行われてき

点の整理（中間報告）」として公表し、国民からの意見募集を行い

ま

通知が出されました。 

 三重県においては、22 法人が所管不明法

成

 

第

 

1 

 

 公益法人会計基準は、民法法人の会計について、そのよるべき一般的、標準

的な基準を示したもので、主務官庁は、この会計基準をすべての公益法人に適

用するよう指導することを要請していますが、

ついては部分的に適用除外を認めています。 

 昭和 52 年 3 月公益法人監督事務連絡協議会の申合せにより設定され、昭和

53 年 4 月から実施されましたが、昭和 60 年 9 月公益法人指導監督連絡会議に

よって改正が行われ、昭和 62 年 4 月から新しい基準が実施されています。 

 さらに、平成 16 年 10 月 14 日の「公益法人等の指導監督等に関する関係省

庁連絡会議申合せ」により、新たな会計基準（以下「新会計基準」という。）

を平成 18 年 4 月 1 日

こ

 

2 

 

 公益法人会計基準については、前回改正から 20 年が経過し、この間、公益

法人をめぐる社会的及び経済的環境は大きく変化しています。また、企業会計、

公会計及び非営利会計

ているところです。 

 こうした状況にかんがみ、平成 12 年 4 月から旧総理府（平成 13 年 1 月の省

庁再編後は総務省）において、有識者からなる「公益法人会計基準検討会」を

開催して、現行基準の問題点を整理し、今後の改正の方向性について検討が行

われました。また、平成 12 年 12 月に閣議決定された「行政改革大綱」におい

ても、公益法人会計基準の改善策の検討を行うこととされました。同検討会は、

平成 13 年 12 月に、それまでの検討結果について「公益法人会計基準の見直し

に関する論

した。 

これらを踏まえて、平成 14 年 3 月、公益法人会計基準の理論及び実務の進

展に即して更に充実と改善を図るため、公益法人等の指導監督等に関する関係
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閣僚会議幹事会の下に、有識者で構成する「公益法人会計基準検討会」が開催

され、平成 15 年 3 月、「公益法人会計基準（案）」を中心とする「公益法人会

る関係省庁連絡会議申合せ」

が

①

クロージャーを充実させるとともに、事業の効率

② 営状況を会計上明ら

③ の自律的な運営を尊重するとともに、外部報告目的の財務諸表

以後開始する

を土台とした改正基準とその運用指針

が

部分を本会計基準とし、別表及び様式の部分を運用 

④ の一部とし

平成 20 年 12 月 1 日以後開始する事業年度から実施するものと

府県や公益法人を

象とした研修等を通じ、周知を図っているところです。 

4 節 公益法人の指導監督及びディスクロージャーの充実等 

計基準検討会報告書」が取りまとめられ、公表されました。 

 この会計基準（案）については、平成 15 年 6 月から総務省において有識者

で構成する「公益法人会計基準案研究委員会」が開催され、適用の在り方や適

用時期等について、公益法人制度の抜本的改革の動向等を踏まえつつ検討を行

い、平成 16 年 10 月 14 日には、現行の公益法人会計基準の改正等について関

係省庁において「公益法人等の指導監督等に関す

行われ、「新会計基準」が定められました。 

「新会計基準」のポイントは以下のとおりです。 

 広く一般的に用いられている企業会計の手法を可能な限り導入し、公益

法人の財務情報のディス

性も分かりやすく表示 

 寄付者、会員等の資金提供者の意思に沿った事業運

かにすることにより、公益法人の受託責任を明確化 

 公益法人

を簡素化 

 また、同申合せにおいて、新会計基準は、平成 18 年 4 月 1 日

事業年度からできるだけ速やかに実施するものとされました。 

 その後、公益法人制度改革関連３法の成立を受け、内閣官房行政改革推進本

部事務局に「新たな公益法人等の会計処理に関する研究会」が設けられ、平成

19 年 3 月に公益法人会計基準の基本的枠組みを維持しつつ、公益認定制度に

対応した表示方法を反映した基準に修正することが適当である旨の検討結果が 

取りまとめられ、平成 16 年新会計基準

平成 20 年 4 月に設定されました。 

改正のポイントは以下のとおりです。 

① 会計基準及び注解の

 指針としての取扱い 

② 財務諸表の定義の変更 

③ 附属明細書及び基金の規定化 

 法人全体の財務諸表を基本とし、会計区分ごとの情報は、そ

て貸借対照表内訳表及び正味財産増減計算書内訳表にて整理 

改正基準は、

されました。 

 現在は、改正基準への円滑な移行に向け、内閣府は、都道

対

 

第

 

 一部の公益法人の不祥事により、公益法人の運営の在り方やその指導監督の
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在り方等が厳しく問われている現状を踏まえ、政府は、公益法人に対する厳正

な指導監督を更に徹底するため、平成 13 年 2 月 9 日、公益法人等の指導監督

等に関する関係閣僚会議幹事会において、①各府省に公益法人指導監督官を置

くなど指導監督の責任体制を確立する、②立入検査について少なくとも 3 年に

1 回実施するなどの充実を図る、③一定規模以上の公益法人に対する外部監査

の要請等について所要の措置を講ずる等を内容とする「公益法人の指導監督体

能な「公益法人

らに、所管公益法人の一覧表を三重県のホームページ上に公開していま

す。 

制の充実等について」の申合せを行いました。 

 また、公益法人のディスクロージャーの充実による業務運営の透明化・適正

化を図るとともに、「行政改革大綱」等に基づく公益法人改革の推進に資する

ための取組として、平成 13 年 8 月 28 日、公益法人等の指導監督等に関する関

係閣僚会議幹事会において「インターネットによる公益法人のディスクロージ

ャーについて」の申合せを行いました。現在、各府省は、本申合せに基づき、

所管公益法人の一覧表をホームページ上に公開しており、さらに総務省におい

ては、全国の公益法人の名称、住所等の基礎的な情報が検索可

データベース」を同省のホームページ上に公開しています。 

 各都道府県に対しても、上記二つの申合せと同様の措置を講ずるよう要請さ

れています。三重県での指導監督の責任体制は、第 1 章第 3 節「公益法人に対

する指導監督等に関する制度及び取組」で述べたとおりです。また、立入検査

については、条例第 49 条第 4 項で 2 年に 1 回以上の割合で実施するよう努め

ることとされ、立入検査の指導内容等については年次報告により公表していま

す。さ

 12 
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第 3 章 三重県における公益法人の現況 

 
 第 3 章「三重県における公益法人の現況」の基礎となった数値は、平成 19
年度公益法人等概況調査（調査時点平成 19 年 10 月 1日）によっています。 
 公益法人等概況調査とは、公益法人等の実態を把握するために総務省（大臣
官房管理室）が各省庁に対して、昭和 61年から実施しているものです。 
 なお、公益法人等概況調査においては、共管法人は所管部局それぞれで計上
することとなっているため、実数とは一致しません。 
※ 第 3章における（ ）内の数値は、前年値です。 

 
第 1節 基礎的事項 
 
1 公益法人数 
 
 図 1 は本県における公益法人の割合を、表 1 は過去 5 年間の公益法人数の推
移を示したものです。 
本県における公益法人数は、平成 17 年度には増加したものの、概ね減少傾

向にあり、平成 19 年 10 月 1 日現在の公益法人は 288（289）法人です。この
うち社団法人数が 154（151）法人、財団法人数が 134（138）法人です。 
 なお、知事部局と教育委員会との共管は 3（3）法人です。共管法人を除い
た実数は 285（286）法人で、社団法人が 154（151）法人、財団法人数が 131
（135）法人です。 
  
（図 1）公益法人の割合 

社団法人 財団法人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 
（表 1）過去 5年間の公益法人数の推移 

 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 
法人数 293 289 291 289 288 

※ 公益法人の目的（事業）の内容が、複数の官庁の所掌事務に関連する場合には、それ 

らの官庁の「共管」という形で指導監督等が行われることになります。このように、複 

数の官庁の指導監督等を受けている公益法人があることから、所管官庁ごとの公益法人 

数の単純な合計数（延べ数）は、所管官庁間の共管重複分だけ実際の公益法人数（実

数）よりも多くなります。 

53.5% 46.5% 
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3 性格別法人数 
 
表 3 は、現在の公益性に関する基準から、各所管部局が所管法人を①本来の

公益法人（その目的（事業）に現在においても公益性があり、公益法人として
十分な資格をもっている法人）②互助・共済団体等（その目的（事業）が、公
益（不特定多数の者の利益を図る）というよりは、共益（構成員相互の利益を
図っている）と考えられる法人③営利法人等転換候補（その法人の公益事業が
営利企業の事業と競合し、又は競合しうる状況となっている法人）④その他に
分類したものです。 
 
（表 3）性格別法人数                   

 
本 来 の     
公益法人 

互助・共済 
団 体 等      

営利転換候補 その他 計 

社団法人 127（124） 27（ 27） 0（  0） 0（  0） 154（151） 

財団法人 118（122） 16（ 16） 0（  0） 0（  0） 134（138） 

合計 245（246） 43（ 43） 0（  0） 0（  0） 288（289） 
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4 設立年代別法人数 
 
図 4 は、本県における設立年代別の法人数を示しています。現在活動してい

る法人の約 7割が昭和 41年以降の設立となっています。 
 
（図 4）設立年代別法人数 

※ 平成 19年 10 月 1日現在において活動中である法人を、設立を許可された年代別に集

計したもので、解散法人等は含まれないため、各年に設立を許可された法人数とは異な

ります。 
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 表11-2は、本県における役員（理事、監事）及び評議員の公務員出身者の就
任状況を示したものです。 

 公益法人において役員とは、理事及び監事をいいます。監事は、法人の会計、
財産、理事の業務執行等の状況を監査するために重要な機関であり、民法上は
任意設置とされていますが、指導監督基準においては、監事を必ず設置するこ
とと規定されています。また、財団法人における評議員は、法人の重要事項に
ついて諮問を受けたり決定をする役割を担っています。通常、評議員会を構成
し、理事の選任、予算・決算の承認等を行います。指導監督基準では、財団法
人には原則として評議員会を設け、評議員会において理事の選任及び予算、決
算等の重要事項の諮問を行うことを求めています。 

 平成19年10月1日現在の理事全体数は3,733（3,739）人で、うち常勤理事数
は133（128）人です。また、監事全体数は638（643）人、評議員全体数は
2,349（2,408）人となっています。 
平成18年8月15日閣議決定により指導監督基準が一部改正され、所管する官

庁出身者の定義が、「本省庁課長相当職以上を経験、かつ退職後10年未満の間
に当該法人の理事に就任等」から「在職時の役職や退職後の経過年数等を問わ
ず、原則として法人を所管する官庁において常勤の職員として職務に従事した
経験のあるすべての者」とされました。本県における県庁出身理事数は215人
で前年より3人減っています。また、県庁出身理事のいる法人数は81法人で前
年より3法人減っています。 
 

（表11-2）役員（理事、監事）及び評議員の公務員等出身者の就任状況 

                               （単位：上段は人数、下段は法人数） 

理事数 うち常勤理事数 監事数 評議員数  

法人数 法人数 法人数 法人数 

231（236） 54（ 54） 31（ 33） 186（198） 
都道府県公務員出身者 

83（ 85） 42（ 42） 25（ 26） 41（ 39） 

 215（218） 50（ 49） 23（ 25） 171（182） 
うち県庁出身者 

81（ 84） 38（ 38） 20（ 21） 40（ 37） 

100（108） 4（  7） 10（ 13） 111（123）  
 うち現職県職員 

46（ 49） 4（  6） 7（ 10） 32（ 31） 

12（ 13） 0（  0） 2（  2） 12（  6） 
現職県議会議員 

9（  9） 0（ 0） 1（ 1） 5（  4） 
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3 役員の年間報酬額 

 

 表12-1は、有給常勤役員の平均年間報酬額規模別法人数を示したものです。 

 

（表12-1）有給常勤役員の平均年間報酬額規模別法人数 

 有給役員なし 400万円未満 
400万円以上 

800万円未満 

800万円以上 

1,200万円未満 
1,200万円以上 

法人数 204 （204） 42 （ 45） 38 （ 37） 3 （  2） 1 （ 1） 

 

 表12-2は、県庁出身常勤役員がいる法人における有給常勤役員の平均年間報
酬額規模別法人数を示したものです。 

 

（表12-2）県庁出身常勤役員がいる法人における有給常勤役員の平均年間報酬額規模別法     

人数 

 有給役員なし 400万円未満 
400万円以上 

800万円未満 

800万円以上 

1,200万円未満 
1,200万円以上 

法人数 6 （  7） 10（ 11） 21（ 21） 1（  0） 0 (  0） 

 

 

4 国、県からの補助金等交付法人数 

 

 表13-1は、国又は県からの補助金等が交付されている法人数を示したもので
す。本県の公益法人の24.0％（23.9％）が国又は県のどちらか一方から補助金
等の交付を受けています。 

 

（表13-1）国、県からの補助金等交付法人数 

 
国からの 

補助金等収入 

県からの 

補助金等収入 
合   計 

社団法人 19（ 22） 27 （ 32） 43 （ 47） 

財団法人 7 （  5） 22 （ 20） 26 （ 22） 

計 26 （ 27） 49 （ 52） 69 （ 69） 

※ 合計欄は、国又は県どちらか一方から補助金等交付を受けている法人数 
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 表13-2は、国からの補助金等交付状況を交付金額毎に示したものです。1億以
上の補助金等交付法人は、1法人です。その内訳は、1億円以上2億円未満が1法
人となっています。 

 

（表13-2）国からの補助金等交付状況 

 0超 

5百万 

未満 

5百万以

上1千万 

未満 

1千万以

上5千万 

未満 

5千万以

上1億未

満 

1億以上 

2億未満 

2億以上 

3億未満 

3億以上 

4億未満 

4億以上 

5億未満 

5億以

上 

社団法人  1（3）  2（2）  15（16）  0（0）  1（0）  0（1）  0（0）  0（0）  0（ 0） 

財団法人  5（1）  0（2）   1（1）  1（1）  0（0）  0（0）  0（0）  0（0）  0（ 0） 

計  6（4）  2（4）  16（17）  1（1） 1（0）  0（1）  0（0）  0（0）  0（ 0） 

 

 表13-3は、県からの補助金等交付状況を交付金額毎に示したものです。1億円
以上の補助金等交付法人は、5法人です。その内訳は、5億円以上が2法人、2億
円以上3億円未満が1法人、1億円以上2億円未満が2法人となっています。 

 

（表13-3）県からの補助金等交付状況 

 0超 

5百万 

未満 

5百万以

上1千万 

未満 

1千万以

上5千万 

未満 

5千万以

上1億未

満 

1億以上 

2億未満 

2億以上 

3億未満 

3億以上 

4億未満 

4億以上 

5億未満 

5億以

上 

社団法人 17(25）  3（ 1）  6（ 5）  1（ 1）  0（ 0）  0（ 0）  0（ 0）  0（ 0）  0（ 0） 

財団法人  6（ 7）  2（ 1）  8（ 4）  2（ 2）  2（ 4）  1（ 0）  0（ 0）  0（ 0）  2（ 1） 

計 23（32）  5（ 2） 14（ 9）  3（ 3）  2（ 4）  1（ 0）  0（ 0）  0（ 0）  2（ 1） 
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第 4 章 三重県における公益法人の指導状況 
 
※ 第４章における（ ）内数値は、「３ ホームページの開設状況」を除き前年値ですが、 
定期検査による立入検査を基本的に２年に１回の割合で実施しているため、対象法人が
異なり、数値による比較はできません。 

 
第1節 総括的事項 
 
1 設立指導及び解散指導 
 
 表14-1は、本県において平成17年度、平成18年度、平成19年度に設立され、
所管部局から法人設立についての指導を行った公益法人を示したものです。 
 
（表14-1）過去3か年度の設立指導状況 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

政 策 部    

総  務  部 
   

防災危機管理部    

生活・文化部    

健 康 福 祉 部 （社）津薬剤師会  （社）桑名薬剤師会 

環 境 森 林 部    

農 水 商 工 部  （社）伊勢志摩観光コンベ
ンション機構 

 

県 土 整 備 部   
（社）三重県建設資材試験 

   センター 

教 育 委 員 会    

公 安 委 員 会 （社）みえ犯罪被害者総
合支援センター 
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 表14-2は、本県において平成17年度、平成18年度、平成19年度に解散し、所
管部局から法人解散についての指導を行った公益法人を示したものです。 
 
（表14-2）過去3か年度の解散指導状況 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

政 策 部  （財）桑名市開発公社 
（財）ベルファーム 

 

 

総  務  部    

防災危機管理部    

生活・文化部 （社）久居市シルバー 
   人材センター 

  

健 康 福 祉 部 （社）度会郡医師会 
    

（財）三重県傷痍軍人会 （財）三重県婦人同志会 

環 境 森 林 部  （財）三重県廃棄物処理公社 （社）三重県水道協会 

農 水 商 工 部 （財）三重県漁業協同組合 
   合併対策基金 
（財）三重ビジターズ推進 
   機構 

 
（社）三重県貸金業協会 

（社）三重県農林漁業団体能
力活用協会 

県 土 整 備 部    

教 育 委 員 会  （財）日本カモシカセンター  

公 安 委 員 会    
 
 
2 立入検査実施状況  
 
 表15-1は、本県において平成19年度に実施した、条例第49条に基づく公益法
人毎の立入検査の実施状況です。また、表15-2は所管部局毎の立入検査の実施
状況です。 

 所管部局の立入検査は、条例第49条第4項で2年に1回以上の割合で行うように
努めるとされており、所管部局毎の実情に応じそれぞれで実施しています。 

 立入検査の検査基準等は、「公益法人検査要綱」等に基づき、所管部局毎の

実情に応じ定めており、改善すべき点の有無についても所管部局がそれぞれで
判断を行っています。 

  平成19年度に所管部局が立入検査を実施した公益法人数は132（延べ133）法
人で、所管公益法人数全体（288法人）の45.8％となっています。また、平成18、
19年度に257法人（所管公益法人全体の89.2％）に対し立入検査を実施しました。 
 前回の立入検査の主な改善指導内容については、おおむね改善対応がなされ

ています。改善を行いながらも、なお残る課題や新たに生じた課題への対応の
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不備などに対し、より適正な法人運営に向けて改善指導を行っています。 

 
（表15-1）公益法人毎の立入検査実施状況 

 定期検査 臨時検査 設立検査 合 計 

社団法人数  75（ 72）      1（0）      0（0）   76（ 72） 

財団法人数  57（ 66）      0（1）      0（0）   57（ 67） 

計 132（138)       1（1）      0（0）  133（139） 
※ 臨時検査とは、特別の必要が生じた場合に関係法人を対象として臨時に実施される検査 
をいいます。設立検査とは、新たに設立された公益法人（新たに知事又は教育委員会の
所管に属することとなった公益法人を含みます。）に対して実施される検査をいいます。 

 

（表15-2）所管部局毎の立入検査実施状況 

平成19年度立入検査   実 施 法 人
数 

     所管公益 
法人数 

 改善すべ
き点のあ
った法人
数 

平成19年度 
立入検査実 
施率（％） 

平成18・19 
年 度 立 入
検 査 実 施
率（％） 

平成18・19年 
度立入検査実 
施率（％） 

政 策 部 

 

   9（10）   5（ 7）    0（ 0）  55.6（ 70.0）    9（10） 100.0（100.0） 

総  務  部    4（ 4）   4（ 2）    1（ 1） 100.0（ 50.0）    4（ 4） 100.0（100.0） 

防災危機管理部  3（ 3）    3（ 0）  0（ 0） 100.0（  0.0）    3（ 3） 100.0（100.0） 

生活・文化部 45（43）  22（21）   1（ 4）  48.9（ 48.8） 43（43）  95.6（100.0） 

健 康 福 祉 部 69（69）  33（34） 25（27）  47.8（ 49.3） 67（51）  97.1（73.9） 

環 境 森 林 部 15（16）   8（ 7）    1（ 1）  53.3（ 43.8） 15（15） 100.0（93.8） 

農 水 商 工 部 43（43）  20（23）   5（17）
  

 46.5（ 53.5） 43（42） 100.0（97.7） 

県 土 整 備 部 12（12）   6（ 6）   1（ 0）  50.0（ 50.0）   12（13） 100.0（100.0） 

知事部局計 200（200） 101（100）  34（50）  50.5（ 50.0） 196（181）  98.0（90.5） 

教 育 委 員 会 79（80） 22（30）  21（21）  27.8（ 37.5）   52（57）  65.8（71.3） 

公 安 委 員 会   9（ 9）   9（ 9）   2（ 2） 100.0（100.0）    9（ 9） 100.0（100.0） 

合    計 288（289） 132（139）  57（73）  45.8（ 48.1） 257（247）  89.2（85.5） 

※ 所管公益法人数は、平成19年10月1日現在の数値です。合計欄の各法人数は、共管によ 

る重複を含む延べ数です。 
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第2節 個別的事項 
 
1 事業の実施状況 
 
  表16-1は、公益法人の活動状況を示したものです。「活発」が34.9（32.4）％、
「普通」が62.1（61.9）％、「不活発」が3.0（5.7）％となっています。 
  なお、活動状況の判断は、各部局がそれぞれの基準で行っています。 
 
（表16-1）公益法人の活動状況 

    活発   普通  不活発   休止 

  社団法人数   31（29）   41（43）    3（0）    0（0） 

  財団法人数   15（16）   41（43）    1（8）    0（0） 

      計  46（45）   82（86）   4（8）    0（0） 

 

 
 
 表16-2は、公益法人の活動内容を示したものです。「目的の事業を行ってい
る法人」が131法人、「目的の事業を行っていない法人」が1法人となっていま
す。 
  
（表16-2）公益法人の活動内容 

   目的の事業を 
 行っている法人 

 目的の事業を 
 行っていない法人 

 目的外事業を 
 行っている法人 

社団法人数       74（ 71）         1（1）         0（0） 

財団法人数        57（ 63）         0（4）         0（0） 

     計      131（134）         1（5）         0（0） 
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2 書類の備付け状況 
 
 表17は、書類の備付け状況を示したものです。資産台帳、役員の履歴書等の
備付けなしが見られ、会議議事録、出納簿における証拠書類、事業計画書等の
整理不良が多い結果となっています。 
 
（表17）書類の備付状況 
 

備付けあり 
  

整理良好 整理不良 

 
 
 備付けなし 

1.定款又は寄付行為 126（135） 6（ 4） 0（0） 

2.許認可等関係書類 126（131）     6（ 6）    0（2） 

3.登記関係書類 126（125）     6（12） 0（2） 

4.社員名簿   72（ 71） 3（ 1） 0（3） 

5.役員名簿 126（138） 6（ 1） 0（0） 

    就任承諾書 121（132）    11（ 3） 0（4） 

    履歴書 120（131）    10（ 3） 2（5） 

6.会議議事録 105（125）   24（13） 3（1） 

7.財産目録 129（133） 3（ 5） 0（1） 

8.資産台帳 124（130） 5（ 5） 3（4） 

9.出納簿 125（130） 7（ 7） 0（2） 

    証拠書類 118（129）    14（ 6） 0（4） 

10.収支予算書 125（125） 6（13） 1（1） 

11.事業計画書 124（126）    8（12） 0（1） 

 
 
 
 
 
 
 
書 
 
 
類 
 
 
の 
 
 
備 
 
 
付 
 
 
け 
 
 
状 
 
 
況 

12.職員名簿 131（132） 1（ 1） 0（6） 

 

 
3 ホームページの開設状況 
 
  表18は、公益法人のホームページの開設状況を示したもので、開設している公
益法人の割合は、 56.9（56.7）％となっています。数値は、平成19年度公益法
人等概況調査（調査時点平成19年10月1日）によっています。 
 
（表18）ホームページ開設法人数 

  社団法人 財団法人 計 

 法人数 94（94） 70（70） 164（164） 
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4 会議の運営状況 
 

 表19-1は、総会の開催状況を示したものです。開催回数「2回以上」が44.0 
（32.9）％、「1回」が56.0（67.1）％となっています。 
 
（表19-1）社員総会の開催状況 

開催法人   

2回以上 1回 

 
未開催法人 

社団法人数  33（24） 

（ 

 42（48） 0（0） 

 

 

 表19-2は、理事会の開催状況を示したものです。開催回数「2回以上」が、 

95.5（82.0）％、「1回」が4.5（18.0）％となっています。 
 
（表19-2）理事会の開催状況 

     開催法人   

2回以上 
   

1回 

 
 未開催法人 

社団法人数   73（ 58）  2（14）     0（0） 

財団法人数   54（ 56）  3（11）     0（0） 

計（132） 127（114）  5（25）     0（0） 

 

 

第3節 改善指示の状況 
 

 表20-1は、公益法人別の改善指示の状況を示したものです。改善指示を行っ
た法人数は、立入検査を実施した法人の43.6（52.5）％となっています。 
 
（表20-1）改善指示の状況                   

定期検査 臨時検査 設立検査 合計 

 立入検

査実施
法人数 

改善指

示した 
法人数 

改善 

指示 
件数 

立入検 

査実施 
法人数 

改善指 

示した 
法人数 

改善 

指示 
件数 

立入検

査実施
法人数 

改善指

示した 
法人数 

改善 

指示 
件数 

立入検 

査実施 
法人数 

改善指 

示した 
法人数 

改善 

指示 
件数 

社団法
人数 

75 
（72） 

31 
（36） 

83 
(73) 

1 
(0) 

1 
（0） 

 6 
（0） 

0 
（0） 

  0 
（0） 

0 
(0) 

76 
（72） 

32 
(36) 

89 
(73) 

財団法
人数 

57 
（66） 

26 
（36） 

71 

(101) 

0 
（1） 

0 
（1） 

0 
（1） 

0 
（0） 

  0 
（0） 

0 
(0) 

57 
（67） 

26 
(37) 

 71 
(102) 

計 
132 

(138） 
57 

（72） 
154 

(174) 

1 
(1) 

1 
（1） 

6 
（1） 

0 
（0） 

  0 
（0） 

0 
(0) 

133 
(139） 

58 
(73) 

160 
(175) 
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表20-2は、各所管部局別の改善指示状況を示したものです。 

 

（表20-2）各所管部局別の改善指示の状況 
  平成19年度に 
改善すべき点 
のあった法人数 

 

  
改善指 
示件数 

法人運営面
で改善すべ
き点のあっ
た法人数 

事業の内容・ 
実施等の面
で改善すべ
き点のあっ
た法人数 

財務・会計面 
で改善すべ
き点のあっ
た法人数 

 
 

その他 

政 策 部   0（ 0）  0（  0）   0（ 0）   0（ 0）   0（ 0）   0（ 0） 

総 務 部   1（ 1）  9（  2）   1（ 1）   0（ 0）   1（ 1）   0（ 0） 

防災危機管理部   0（ 0）  0（  0）   0（ 0）   0（ 0）   0（ 0）   0（ 0） 

生 活 ・ 文 化 部 1（ 4）  1（  4）   1（ 2）   0（ 0）   0（ 2）   0（ 0） 

健 康 福 祉 部  25（27） 56（ 66）  13（13）   0（ 1）  25（13）   0（ 0） 

環 境 森 林 部   1（ 1）  1（  3）   1（ 1）   0（ 0）   0（ 1）   0（ 0） 

農 水 商 工 部   5（17） 21（ 29）   4（17）   1（ 2）   2（ 8）   0（ 0） 

県 土 整 備 部   1（ 0）  2（  0）   1（ 0）   0（ 0）   0（ 0）   0（ 0） 

知事部局計  34（50） 90（104）  21（34）   1（ 3）  28（25）   0（ 0） 

教 育 委 員 会  21（21） 67（ 67）  18（19）  10（10）  14（ 6）   0（ 0） 

公 安 委 員 会   2（ 2）  3（  4）   2（ 1）   0（ 1）   0（ 0）   0（ 0） 

  合    計  57（73）  160（175）  41（54）  11（14）  42（31）   0（ 0） 

 

 
【主な指摘、指導事項】 
 
（法人運営面） 
・役員変更報告等を期限内に提出するよう指導した。 
・理事が評議員を兼ねることがないよう指導した。 
・備付けが義務付けされている書類は、整備するよう指導した。 

 
（事業実施面） 
・公益事業の規模を総支出額の２分の１以上に改善するよう指導した。 
・内部留保の水準を概ね30％以下とするよう指導した。 
・インターネットによる情報公開を積極的に行うよう指導した。 

 
（財務・会計面） 
・出納事務の適正性を向上させるよう指導した。 
・会計書類を整備するよう指導した。 

 



第 5 章 三重県における公益信託の現況 

 

 第 5 章「三重県における公益法人の現況」の基礎となった数値は、

平成 19 年度公益法人等概況調査（調査時点平成 19 年 10 月 1 日）によ

っています。 

※ 第 5 章における（ ）内の数値は、前年値です。 

 

第 1 節 公益信託制度の概要 

 

1 公益信託の定義 
 

 公益信託とは、公益信託ニ関スル法律（大正 11 年法律第 62 号）に

基づき、委託者が祭祀、宗教、慈善、学術、技芸その他一定の公益目

的のため、受託者に対してその財産を移転し、受託者をしてその公益

目的に従ってその財産を管理又は処分させ、もってその公益目的を実

現しようとする制度です。 

 
2 公益信託の特色 
 

 公益法人においては、法人という新たな法主体を創設し、これが公

益目的のために自律的活動を行うものであるのに対し、公益信託にお

いては、拠出された財産（信託財産）が既存の法主体である受託者に

名義上帰属し、設定された公益目的のため受託者の固有財産とは別に

管理、運用されていくものであって、両者の法律的構造は異なります。

また、公益法人においては、永続的又は相当長期間にわたってその存

続が予定されているのに対し、公益信託においては、信託の制度上、

設定の期間が比較的短期のものでも可能であるなど、より弾力的な運

用が可能です。 

 
3 公益信託の仕組み 
 

 公益信託は、委託者が受託者との間で一定の公益目的のために財産

を信託する信託契約を締結することにより、又は委託者の遺言により、

信託の法律関係をつくり、これについて受託者が、主務官庁の許可を

受けることによって成立します。 

 公益信託は、主務官庁の監督に属し、受託者は、信託行為の定める

ところに従って、自己の名で信託財産を管理、処分して公益事業を営

みます。信託財産は、受託者に移転されますが、受託者の固有財産と

は区別されます。受託者は、その事務処理について善管注意義務等を

負い、信託義務違反に対しては損失てん補をしなければなりません。 
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4 公益信託に対する統一的な指導監督等の基準 
 

 公益信託に対する適正な指導監督等を行うための統一的基準として、

平成 6 年 9 月 13 日に公益法人等指導監督連絡会議で決定された「公益

信託の引受け許可審査基準等について」があり、主務官庁においては、

この基準に則った指導監督等が行われています。 

 
5 公益信託の税制 
 

 公益信託に財産を拠出したときの税制として、個人・法人の双方に

つき、特定の公益信託のために支出した金銭についてのみなし寄付金

制度等、各種の優遇措置があります。 

 

第 2 節 公益信託の現況 

 
1 公益信託の数及び信託財産 
 
 表21は、信託数及び信託財産の状況を示したものです。 
 
（表21）信託数及び信託財産の状況 

信託財産規模別信託数 

信託数 
1千 万 円

未満 

1千万円以 上

5千万円未満 

5千万円以 上

1億円未満 
1億円以上

信 託 財 産

合計金額 

（千円） 

信 託 財 産

平均金額 

（千円） 

3 

(3) 

 1 

(1) 

 2 

(2) 

0 

(0) 

0 

(0) 
 56,156 

(56,648) 

18,719 

(18,883)

 

2 信託目的別信託数 
 

  信託目的別では、奨学金支給 1(1)、教育振興 1(1)、その他 1(1）

となっています。 

 

3 授益行為の状況 
 
  表22は授益行為の状況を示したものです。 
 

（表22）平成18年度までの授益行為の状況                  （単位：千円） 

受益行為状況 

個 人 任意団体 法人 合計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

178 

(171) 

10,160 

(9,770)

139 

(138) 

18,212 

(18,112)

39 

(26)

7,589 

(4,249) 

356 

(335) 

35,961 

(32,131)
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公益法人・公益信託一覧表 

 
 
                                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成20年7月31日現在 
 

 120 







































所管部局 委託者 受託者
引受許可
年月日

信託目的

生活・文化部 北川  和彦
中央三井信託銀行
㈱

H2.6.20
奨学金支給
（就職進学支度金支給）

生活・文化部
四日市NPOひろば
四日市市

中央三井信託銀行
㈱

H12.6.29 市民活動育成

教育委員会 賀川  ヒサ子
三菱ＵＦＪ信託銀
行㈱

S60.10.24 教育振興ジャスミン高齢者教育振興基金

公益信託一覧表

名 称

鈴鹿市交通遺児育成援助基金

四日市市民活動ファンド

1/1 
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